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村岡典嗣（1884 年～ 1946 年）は日本思想史学の創始者の一人として知られる。大正 13 年
（1924）4 月 25 日に東北帝国大学法文学部教授に着任、文化史学第 1 講座担任となり、昭和





















































5 巻に収録されている「国体思想の淵源とその発展」（昭和 13 年度・昭和 15 年度の講義ノー
トを編集）、「近世に於ける国体思想の発展」（昭和 16 年度～昭和 18 年度の講義ノートを編集）
と重なるところも多く、村岡の国体思想に関する研究の一環として捉えることもできるだろう。
しかし、村岡の講義題目に幾度となく「国体思想史」「国体思想」という語が使用されるの
に対し、「日本国民性ノ精神史的研究」というタイトルは昭和 20 年 4 月から執筆されたノー
トのみに使用されている。国体思想に関する講義ノートと内容的に深い関わりを持ちながらも、










本稿は、昭和 20 年 4 月から執筆されたノートの「日本国民性ノ精神史的研究」というタイ












その後、昭和 12 年（1937）の日中戦争の勃発、昭和 16 年の太平洋戦争の開戦、昭和 17 年
の技術院の設立などを契機として、学術研究会議は国内の諸研究を「連絡」・「統一」する機関
へと再編・整備されていった。なかでも技術院の設立後に設置された科学技術審議会第一部会









要綱」の閣議決定後、8 月 25 日・26 日に文部省官邸において帝国大学総長会議が開催され、










整備されていく一方で（13）、学術研究会議も 11 月 25 日付の官制改正によって改組され、文部
省の科学動員を実施していくための機関として生まれ変わることとなった。この改正とともに、
新しい学術研究会議会則が定められた。この新たな会則によって、従来の 4 つの学術部（理学、




その出発点は、12 月 6 日の科学研究動員委員会で自然科学を対象に、「緊急科学研究費」とし
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て 104 の重要研究課題が選定され、研究班が組織されたことにある。ここで選定された重要研























































































































昭和 18 年（1943）12 月 6 日の科学研究動員委員会において自然科学を対象とした「緊急科
学研究費」の重要研究課題が選定された後、「人文科学研究費」がどのように創出されていっ
たのかという過程については、現段階では今後の課題とせざるをえない。しかし、先に引用し










番号 大題目 小題目 担当者及所属 配当額 備考
502 佛印法制ノ調査研究 佛印法制研究序説 石崎政一郎 1,000 ※（東大）宮澤俊義
601 東亜ニ於ケル家族制度 南方ニ於ケル家族制度 中川善之助 600 ※（東大）戸田貞三


























第一次欧州大戦後インフレーションノ研究 中村　重夫 700 ※（東大）荒木光太郎
504 企業体制ノ研究 有限會社 伊澤　孝平 500 ※（東大）田中耕太郎
企業ニ於ケル自由ト統制 柳瀬　良幹 500








ちなみに京都帝国大学では、3 月 9 日の評議会において「人文科学研究費ニ依ル研究題目（第
一次決定ノ分）」という書類が配布されている（20）。表 1 にみえる「601 東亜ニ於ケル家族制度」、




てられた研究題目は 8 つである。そのうち 7 つは、東京帝国大学や京都帝国大学の教官が研究
班長となった研究題目である。東北帝国大学法文学部の教官が研究班長となった研究題目は 1
つだけであり、その「大題目」名は「民族性ノ比較研究」であった。この研究題目は、先に引









































































































をめぐる二、三の問題―昭和 2 年自筆原稿の分析を中心に」（『近代史料研究』5、2005 年）、昆野伸幸「村
岡典嗣の中世思想史研究」（『季刊日本思想史』74、2009 年）等がある。
（４）村岡の伝記研究に、池上隆史「村岡典嗣年譜（１）～（４）」（『日本思想史研究』34・35・37・38、2002 年・








学術研究会議の研究班」（『社会経済史学』72 － 3、2006 年）、同「学術研究会議の共同研究活動と科学
動員の終局―戦中から戦後へ―」（『科学技術史』10、2007 年）の成果に依拠している。
（７）『学術研究会議官制』（勅令第 297 号、大正 9 年 8 月 25 日）












ノ総合的促進ヲ図リ科学報国ノ一途ニ邁進致シテ居ル次第デアリマス」（『学報』第 286 号、昭和 18 年
10 月）とみえる。また『河北新報』（昭和 18 年 9 月 8 日）には、「研究協議会設立　東北大、戦争科学
へ総力」と大見出しの記事で報じられている。
（13）青木洋氏は東京帝国大学に「科学研究動員委員会」が組織され、9 月 6 日に第 1 回の会合が開催され、


































（22）なお、表 1 にみえる村岡の「日本国民性ノ精神史的研究」への配当額は「1,900」（円）であるが、表 1
作成のもととなった資料中には赤字で増額分が記されている小題目もある。村岡の「日本国民性ノ精神
史的研究」には増額分として「900」と記されており、合計「2,800」（円）が配当されたと推定される。
他の小題目は増額分をあわせて「500 ～ 1,450」（円）であり、およそ 2 倍～ 5 倍以上の研究費が、村
岡の担当する小題目に配当されていたことがわかる。
（23）『著作集』第 5 巻・5 頁（創文社、1962 年）
（24）同・9 頁
（25）同・9 頁～ 10 頁
（26）同・7 頁
（27）同・69 頁
（28）本稿ではふれることができなかったが、東北大学史料館に所蔵されている「村岡典嗣文書」には、「民
族性ノ比較研究」に関する研究報告や研究の進捗状況を記した資料群が残されている。この中には、前
掲表 1 にみえる土居光知、山田龍城、石津照爾、高橋里美と細谷恒夫、村岡晢らの研究報告に関する資
料が残されている。加えて、東京帝国大学文学部英文科を卒業し、東京帝国大学・東京商科大学等に所
属していた教官グループによるイギリス・アメリカの民族性に関する研究、東京帝国大学教育学部の研
究グループによる芸道を通して日本の民族性を検討する研究、国学院大学学長で神道研究者の河野省三
による神社の思想的・習俗的研究の研究報告書も現存する。以上の資料は、「民族性ノ比較研究」によ
る研究成果の全体像を示すとともに、この研究班が全国的規模で展開された共同研究であったことを物
語っている。
